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前書き 
 

 

国民が行政機関に許認可などを申請する場合、申請書や添付書類の作成、手数料の

支払など、その手続には一定の負担が伴うものである。 

しかし、申請手続に伴う負担は、行政機関の審査に必要不可欠で、かつ、国民にと

って必要最小限のものである必要がある。 

 

特に、東日本大震災の被災者は、財産の滅失・損壊、避難、各種書類の亡失等のた

め、多くの心配事や業務を抱えながら、証明書類の再発行、支援措置の申請などの手

続を、同時期に数多く行わなければならなかった。 

また、被災地の行政機関は、職員が被災し、庁舎が被害を受ける中、被災者支援の

ための手続を大量に処理せざるを得なかった。 

被災者支援のための手続では、被災者の置かれた状況を踏まえ、可能な限りの負担

軽減が求められる。また、手続の処理は、被災者の生活再建、ひいては被災地復興の

出発点となるため、迅速かつ的確になされる必要がある。 

 

当省では、平成24年度の行政評価局調査のテーマ選定の柱の一つとして「震災から

の復旧・復興への対応」を掲げており、本調査は、その第一弾として、東日本大震災

に係るものを中心として、許認可等の申請手続に伴う負担の実態を調査し、国民の負

担軽減を図るとともに、関係行政の改善に資することを目的に実施した。 

 

なお、全国共通の一般的な申請手続については、今後、別途、調査結果を取りまと

める予定である。 
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